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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 438,026 △3.0 7,721 203.4 8,515 ― 5,891 25.6

29年3月期 451,627 △7.9 2,545 △86.3 △2,366 ― 4,691 △29.0

（注）包括利益 30年3月期　　7,605百万円 （―％） 29年3月期　　△4,351百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 67.86 67.80 6.0 2.3 1.8

29年3月期 54.03 54.01 4.6 △0.6 0.6

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 563百万円 29年3月期 473百万円

※平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これに伴い、１株当たり当期純利益および潜在株式
調整後1株当たり当期純利益は、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 371,778 102,144 26.9 1,154.03

29年3月期 360,724 97,215 26.9 1,115.68

（参考） 自己資本 30年3月期 100,169百万円 29年3月期 96,878百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 15,578 △10,485 △11,512 45,481

29年3月期 41,967 7,588 △43,985 51,980

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 2.00 ― 30.00 ― 4,343 92.5 4.3

30年3月期 ― 20.00 ― 30.00 50.00 4,343 73.7 4.4

31年3月期(予想) ― 0.00 ― 50.00 50.00 86.5

※平成29年３月期の１株当たり中間配当金は株式併合前の金額であり、年間配当金合計は「－」として記載しております。株式併合後の基準で換算した平成29
年３月期の１株当たり年間配当金は、50円となります。



3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 196,000 1.0 △3,000 ― △3,500 ― △6,000 ― △69.37

通期 450,000 2.7 14,000 81.3 13,000 52.7 5,000 △15.1 57.81

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 87,217,602 株 29年3月期 87,217,602 株

② 期末自己株式数 30年3月期 417,875 株 29年3月期 384,195 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 86,826,746 株 29年3月期 86,836,338 株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料15ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。

※平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これに伴い、発行済株式数は、前連結会計年
度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

（参考）個別業績の概要

平成30年3月期の個別業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 203,987 △3.9 △891 ― 2,327 △77.4 △1,975 ―

29年3月期 212,198 △6.5 5,025 △49.0 10,314 △8.0 △18,691 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期 △22.75 ―

29年3月期 △215.18 ―

※平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これに伴い、１株当たり当期純利益は、前事業年度
の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 256,135 77,505 30.2 891.08

29年3月期 264,613 82,623 31.2 950.12

（参考） 自己資本 30年3月期 77,403百万円 29年3月期 82,529百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４
ページ「１．経営成績等の概況（１）経営成績に関する分析」の「次期の見通し」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

当社は、平成30年５月８日（火）に機関投資家向け決算説明会を開催いたします。説明会資料は、本決算短信と同時にTDNetで開示しており、同日当社ホーム
ページにも掲載する予定です。



○添付資料の目次
 

１．経営成績等の概況 ……………………………………………………………………………………………………… 2

（１）経営成績に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 5

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………………………………………… 5

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………………………………………… 5

３．連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………………………… 6

（１）連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………… 6

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………… 8

(連結損益計算書) ………………………………………………………………………………………………… 8

(連結包括利益計算書) …………………………………………………………………………………………… 9

（３）連結株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………… 10

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………………… 12

（５）連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………………… 13

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 13

（追加情報） ………………………………………………………………………………………………………… 13

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 13

（１株当たり情報） ………………………………………………………………………………………………… 15

（重要な後発事象） ………………………………………………………………………………………………… 15

 

- 1 -

ＯＫＩ　６７０３　平成30年３月期　決算短信



１．経営成績等の概況
（１）経営成績に関する分析 

① 当連結会計年度（平成29年４月１日～平成30年３月31日）の経営成績 

当連結会計年度（平成30年３月期）の世界経済は、米国では個人消費や設備投資の増加などにより景気は着実

に回復し、欧州や中国など新興国においても緩やかに回復しました。国内についても、雇用や設備投資の増加に

より景気の緩やかな回復が続きました。 

このような事業環境の下、ＯＫＩグループの業況は、情報通信事業やＥＭＳ事業は概ね堅調に推移し、プリン

ター事業では円安の効果があったものの、メカトロシステム事業において海外市場でのＡＴＭ販売が低調だった

ことから、売上高は4,380億円（前連結会計年度比136億円、3.0％減少）となりました。営業利益は、物量減の

影響があったものの前連結会計年度に計上した一過性の損失がなくなったことから77億円（同52億円増加）とな

りました。 

経常利益は、前連結会計年度に計上した為替差損48億円が、当連結会計年度では為替差益２億円に転じたこと

などから85億円（同109億円良化）、親会社株主に帰属する当期純利益は59億円（同12億円増加）となりまし

た。

 

 

単位：億円 平成30年３月期 平成29年３月期 増減率 

売 上 高 4,380 4,516 △3.0％ 

営 業 利 益 77 25 203.4％ 

経 常 利 益 85 △24 － 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
59 47 25.6％ 

 

事業別の外部顧客に対する売上高および営業利益は、以下の通りです。 

 

＜情報通信事業＞ 

売上高は、1,727億円（前連結会計年度比47億円、2.6％減少）となりました。一部官公庁向け案件が好調だっ

たものの、ＮＷ関連案件他で翌期への期ずれが発生したことなどにより減収となりました。

営業利益は、売上減少の影響を機種構成差および費用減により補い135億円（同９億円減少）となりました。

 

単位：億円 平成30年３月期 平成29年３月期 増減率 

売 上 高 1,727 1,774 △2.6％ 

営 業 利 益 135 144 △6.1％ 

 

＜メカトロシステム事業＞ 

売上高は、935億円（前連結会計年度比74億円、7.3％減少）となりました。ブラジル子会社の決算期間統一

による増収の一方で、海外市場におけるＡＴＭ販売の不振の影響が大きく、減収となりました。

営業損失は、物量減の影響があったものの、前連結会計年度の貸倒引当金計上による一過性の損失影響が解消

されたことから51億円（同67億円良化）となりました。

 

単位：億円 平成30年３月期 平成29年３月期 増減率 

売 上 高 935 1,009 △7.3％ 

うち（国内） 611 605 1.2％ 

  （海外） 324 405 △20.0％ 

営 業 利 益 △51 △118 － 
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＜プリンター事業＞ 

売上高は、1,089億円（前連結会計年度比35億円、3.1％減少）となりました。円安による増収効果があったも

のの、インダストリープリンティング市場へのシフトの過程において、オフィスプリンティング市場向けの売上

が減少したことから、減収となりました。

営業利益は、事業構造改革および円安の効果により27億円（同17億円増加）となりました。

 

単位：億円 平成30年３月期 平成29年３月期 増減率 

売 上 高 1,089 1,124 △3.1％ 

うち（国内） 285 298 △4.2％ 

  （海外） 804 826 △2.7％ 

営 業 利 益 27 10 164.1％ 

 

＜ＥＭＳ事業＞ 

売上高は、半導体関連機器向けをはじめとするプリント配線板事業を中心に順調に推移したことから、477億

円（前連結会計年度比45億円、10.5％増加）となりました。営業利益は、物量増により22億円（同１億円増加）

となりました。

 

単位：億円 平成30年３月期 平成29年３月期 増減率 

売 上 高 477 432 10.5％ 

営 業 利 益 22 21 8.5％ 

 

＜その他＞ 

売上高は、当第４四半期より沖電線株式会社を連結した効果があった一方で、平成29年３月31日に株式譲渡し

た株式会社沖センサデバイスの連結除外による減収影響があったことから、152億円（前連結会計年度比26億

円、14.5％減少）となりました。営業利益は、物量減により20億円（同14億円減少）となりました。

 

単位：億円 平成30年３月期 平成29年３月期 増減率 

売 上 高 152 178 △14.5％ 

営 業 利 益 20 34 △41.1％ 
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② 次期の見通し 

次期の世界経済は、引き続き緩やかに回復すると想定される一方で、米国の経済政策の不確実性や英国のＥＵ

離脱による影響などが懸念されます。 

ＯＫＩグループの業績見通しは、売上高は前期比120億円増収の4,500億円、営業利益は同63億円増益の140億

円、経常利益は同45億円増益の130億円、親会社株主に帰属する当期純利益は同９億円減益の50億円を計画して

います。なお、営業外収支には為替差額を見込んでおりません。

情報通信事業では、前期に立ち上げた多数のＩｏＴ関連共創ビジネスを一層強化していくほか、既存事業で確

実に収益を積み上げます。メカトロシステム事業は、前期に販売不振であった海外ＡＴＭ事業について戦略の見

直しを行い、併せて構造改革を行うことで収益の回復を目指します。プリンター事業では、インダストリー市場

へシフトするための体制固めが前期で概ね完了したことから、今期はインダストリー市場での収益増加に取り組

みます。ＥＭＳ事業は、前期の好調な業況が継続することから引き続き事業の拡大を図ります。

なお、連結業績予想に用いた為替換算レートは110円／米ドル、130円／ユーロです。 

 

単位：億円 平成31年３月期 平成30年３月期 増減率 

売 上 高 4,500 4,380 2.7％ 

営 業 利 益 140 77 81.3％ 

経 常 利 益 130 85 52.7％ 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
50 59 △15.1％ 

 

単位：億円 平成31年３月期 平成30年３月期 増減率 

情 報 通 信 
売 上 高 1,850 1,727 7.1％ 

営 業 利 益 140 135 3.6％ 

メ カ ト ロ 

シ ス テ ム 

売 上 高 830 935 △11.3％ 

営 業 利 益 0 △51 － 

プ リ ン タ ー 
売 上 高 1,050 1,089 △3.6％ 

営 業 利 益 35 27 28.2％ 

Ｅ Ｍ Ｓ 
売 上 高 710 555 28.0％ 

営 業 利 益 45 32 39.4％ 

そ の 他 
売 上 高 60 74 △18.6％ 

営 業 利 益 5 10 △49.8％ 

消去・本社費 営 業 利 益 △85 △77 － 

合 計 
売 上 高 4,500 4,380 2.7％ 

営 業 利 益 140 77 81.3％ 

※平成30年３月期のＥＭＳとその他の数値をリステートしています。 

 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。実際の業

績等に影響を与える可能性のある重要な要因としては、市場の動向、原材料の高騰、急激な為替変動、災害等に

よる影響などがあります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。 
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（２）財政状態に関する分析 

①当連結会計年度末における資産、負債、純資産等 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に対して111億円増加の3,718億円となりました。自己資本

は、親会社株主に帰属する当期純利益を59億円計上したことおよびその他の包括利益累計額が19億円増加した一

方で、普通配当を43億円実施したこと等により、前連結会計年度末に対して33億円増加の1,002億円となりまし

た。その結果、自己資本比率は26.9％となりました。 

資産では主に、有形固定資産が72億円、退職給付に係る資産が59億円増加しております。 

負債では主に、支払手形及び買掛金が84億円増加しております。なお、借入金は前連結会計年度末870億円か

ら51億円減少し、819億円となりました。 

 

②当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に運転資金が減少したことにより、156億円の収入（前年同期420億

円の収入）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得および連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による支出により、105億円の支出（同76億円の収入）となりました。 

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローとをあわせたフリー・キ

ャッシュ・フローは51億円の収入（同496億円の収入）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済および普通配当の実施等により、115億円の支出（同440

億円の支出）となりました。 

以上の要因に加え、現金及び現金同等物に係る換算差額による減少１億円により、当連結会計年度末の現金及

び現金同等物の残高は前連結会計年度末の520億円から455億円となりました。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、常にＯＫＩグループの企業価値を向上させるために財務体質の強化と内部留保の確保を行うととも

に、中長期に亘り株式を保有していただけるよう株主利益の増大に努めることを経営の最重要課題としておりま

す。 

内部留保については、将来の成長に不可欠な研究開発や設備への投資に充当し、経営基盤の強化を図ります。

また、株主のみなさまに対しては安定的な利益還元を継続することを最重要視し、業績も勘案した上で配当金額

を決めてまいります。 

この方針に基づき、当期におきましては剰余金の配当（期末配当金）を１株当たり30円とする予定です。年間

配当金は、中間配当金20円とあわせて１株当たり50円となります。 

また、次期の剰余金の配当につきましては１株当たり年間配当金50円とし、期末での配当を計画しておりま

す。

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方
 ＯＫＩグループは国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）と日本基準の差異把握や影響等の調査を行っております。将来の

ＩＦＲＳ適用の検討を進めております。 
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３．連結財務諸表及び主な注記
（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 54,164 48,698 

受取手形及び売掛金 101,572 97,936 

リース投資資産 5,430 8,024 

製品 20,423 17,041 

仕掛品 19,656 21,867 

原材料及び貯蔵品 22,502 21,296 

繰延税金資産 5,454 5,677 

その他 9,679 10,012 

貸倒引当金 △7,377 △132 

流動資産合計 231,506 230,420 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 20,449 21,957 

機械装置及び運搬具（純額） 7,337 7,505 

工具、器具及び備品（純額） 10,004 9,014 

土地 6,780 13,240 

建設仮勘定 211 332 

有形固定資産合計 44,783 52,048 

無形固定資産 10,891 9,952 

投資その他の資産    

投資有価証券 49,576 48,760 

退職給付に係る資産 9,511 15,357 

長期営業債権 18,659 22,456 

その他 7,768 12,706 

貸倒引当金 △11,971 △19,924 

投資その他の資産合計 73,544 79,356 

固定資産合計 129,218 141,357 

資産合計 360,724 371,778 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 58,685 67,124 

短期借入金 56,882 58,958 

未払金 12,389 19,768 

未払費用 29,499 21,952 

その他 19,103 18,861 

流動負債合計 176,559 186,666 

固定負債    

長期借入金 30,129 22,956 

リース債務 7,135 8,950 

繰延税金負債 14,683 17,044 

役員退職慰労引当金 490 502 

退職給付に係る負債 26,199 27,814 

その他 8,310 5,700 

固定負債合計 86,949 82,967 

負債合計 263,509 269,634 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 44,000 44,000 

資本剰余金 19,799 19,795 

利益剰余金 44,434 45,983 

自己株式 △477 △563 

株主資本合計 107,757 109,215 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 5,337 6,578 

繰延ヘッジ損益 △2 34 

為替換算調整勘定 △11,702 △12,203 

退職給付に係る調整累計額 △4,511 △3,455 

その他の包括利益累計額合計 △10,878 △9,045 

新株予約権 94 101 

非支配株主持分 242 1,873 

純資産合計 97,215 102,144 

負債純資産合計 360,724 371,778 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 451,627 438,026 

売上原価 337,393 327,450 

売上総利益 114,233 110,576 

販売費及び一般管理費 111,688 102,854 

営業利益 2,545 7,721 

営業外収益    

受取利息 354 191 

受取配当金 827 1,571 

持分法による投資利益 473 563 

保険配当金 355 353 

雑収入 503 885 

営業外収益合計 2,514 3,564 

営業外費用    

支払利息 1,794 1,559 

為替差損 4,764 － 

違約金 7 325 

雑支出 861 884 

営業外費用合計 7,426 2,770 

経常利益又は経常損失（△） △2,366 8,515 

特別利益    

段階取得に係る差益 － 1,116 

固定資産売却益 178 770 

投資有価証券売却益 1,034 115 

負ののれん発生益 － 210 

関係会社株式売却益 12,567 － 

関係会社出資金売却益 － 119 

債務消滅益 － 179 

退職給付信託返還益 7,822 － 

特別利益合計 21,602 2,512 

特別損失    

固定資産処分損 3,086 373 

事業構造改善費用 － 2,526 

独占禁止法関連損失 2,477 － 

特別損失合計 5,563 2,900 

税金等調整前当期純利益 13,672 8,128 

法人税、住民税及び事業税 2,704 2,561 

法人税等調整額 6,530 △217 

法人税等合計 9,235 2,344 

当期純利益 4,437 5,783 

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △254 △108 

親会社株主に帰属する当期純利益 4,691 5,891 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 4,437 5,783 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 667 1,332 

繰延ヘッジ損益 559 37 

為替換算調整勘定 496 △495 

退職給付に係る調整額 △10,543 956 

持分法適用会社に対する持分相当額 30 △8 

その他の包括利益合計 △8,788 1,821 

包括利益 △4,351 7,605 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △4,033 7,725 

非支配株主に係る包括利益 △318 △119 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 44,000 21,673 44,255 △468 109,460 

当期変動額           

剰余金の配当     △4,343   △4,343 

親会社株主に帰属する当期
純利益     4,691   4,691 

自己株式の取得       △8 △8 

自己株式の処分         － 

連結範囲の変動     △168   △168 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動   △1,873     △1,873 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － △1,873 179 △8 △1,702 

当期末残高 44,000 19,799 44,434 △477 107,757 

 

                 

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主
持分 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 4,642 △562 △12,835 6,028 △2,726 79 572 107,384 

当期変動額                 

剰余金の配当               △4,343 

親会社株主に帰属する当期
純利益               4,691 

自己株式の取得               △8 

自己株式の処分               － 

連結範囲の変動               △168 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動               △1,873 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

695 559 1,133 △10,540 △8,151 15 △329 △8,466 

当期変動額合計 695 559 1,133 △10,540 △8,151 15 △329 △10,168 

当期末残高 5,337 △2 △11,702 △4,511 △10,878 94 242 97,215 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 44,000 19,799 44,434 △477 107,757 

当期変動額           

剰余金の配当     △4,343   △4,343 

親会社株主に帰属する当期
純利益     5,891   5,891 

自己株式の取得       △99 △99 

自己株式の処分   △4   12 8 

連結範囲の変動         － 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動   0     0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － △4 1,548 △86 1,457 

当期末残高 44,000 19,795 45,983 △563 109,215 

 

                 

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 
非支配株主
持分 純資産合計 

  
その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 5,337 △2 △11,702 △4,511 △10,878 94 242 97,215 

当期変動額                 

剰余金の配当               △4,343 

親会社株主に帰属する当期
純利益               5,891 

自己株式の取得               △99 

自己株式の処分               8 

連結範囲の変動               － 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動               0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 1,240 37 △500 1,056 1,833 6 1,631 3,471 

当期変動額合計 1,240 37 △500 1,056 1,833 6 1,631 4,929 

当期末残高 6,578 34 △12,203 △3,455 △9,045 101 1,873 102,144 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 13,672 8,128 

減価償却費 13,991 12,978 

段階取得に係る差損益（△は益） － △1,116 

退職給付信託返還益 △7,822 － 

引当金の増減額（△は減少） 13,244 1,152 

受取利息及び受取配当金 △1,182 △1,762 

支払利息 1,794 1,559 

固定資産処分損益（△は益） 2,907 △397 

売上債権の増減額（△は増加） 30,440 5,576 

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,515 3,296 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,040 7,593 

未払金の増減額（△は減少） 1,400 7,540 

未払費用の増減額（△は減少） △3,684 △7,885 

長期営業債権の増減額（△は増加） △17,803 △3,174 

その他 △16,361 △14,013 

小計 45,072 19,475 

利息及び配当金の受取額 1,181 1,761 

利息の支払額 △1,842 △1,496 

法人税等の支払額 △2,445 △2,176 

独占禁止法関連損失の支払額 － △1,985 

営業活動によるキャッシュ・フロー 41,967 15,578 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △8,773 △6,801 

有形固定資産の売却による収入 5,760 2,745 

無形固定資産の取得による支出 △5,194 △2,638 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
－ △3,199 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
14,218 － 

その他の支出 △1,760 △1,217 

その他の収入 3,337 626 

投資活動によるキャッシュ・フロー 7,588 △10,485 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,360 △598 

長期借入れによる収入 － 15,000 

長期借入金の返済による支出 △22,418 △18,894 

配当金の支払額 △4,317 △4,322 

リース債務の返済による支出 △2,660 △2,724 

その他 △1,227 28 

財務活動によるキャッシュ・フロー △43,985 △11,512 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △117 △79 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,453 △6,498 

現金及び現金同等物の期首残高 46,322 51,980 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 205 － 

現金及び現金同等物の期末残高 51,980 45,481 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

 

（追加情報）

 （連結子会社の事業年度等に関する事項の変更） 

 従来、決算日が12月31日であるOKI BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE PRODUTOS E TECNOLOGIA EM AUTOMAÇÃO S.A.

他７社については、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について連結上必要な調整

を行っておりましたが、連結財務情報のより適正な開示を図るため、当連結会計年度より、連結決算日に仮決算を行

う方法に変更しております。 

 この変更に伴い、当連結会計年度は平成29年１月１日から平成30年3月31日までの15ヶ月間を連結し、連結損益計

算書を通して調整しております。

 

（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

 当社は、当社を中心として「情報通信事業」、「メカトロシステム事業」及び「ＥＭＳ事業」を行うと

ともに、沖データグループ（株式会社沖データとそのグループ会社）を独立した経営単位として「プリン

ター事業」を行っております。

 それぞれ取り扱う商品機軸について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、

上記の４つの事業について報告セグメントとしております。

 「情報通信事業」は、ＩｏＴを活用したソリューション及び業務プロセスの最適化・効率化を実現する

ソリューションを提供する事業を行っております。

 「メカトロシステム事業」は、メカトロ技術をコアとしたＡＴＭや現金処理機などの商品及びサービス

を提供する事業を行っております。

 「プリンター事業」は、ＬＥＤ技術の特徴を活かしたプリンターを提供する事業を行っております。

 「ＥＭＳ事業」は、社会インフラ装置の豊富な実績をベースにした生産受託事業を行っております。

 各報告セグメントに属する主な製品及びサービスは次のとおりであります。

事業区分 主要な製品・サービス

情報通信

交通インフラシステム、防災関連システム、防衛関連システム、通信キャリア向け通

信機器、金融営業店システム、事務集中システム、予約発券システム、ＩＰ－ＰＢ

Ｘ、ビジネスホン、コンタクトセンター、９２０ＭＨｚ帯マルチホップ無線システム

など 

メカトロ 

システム

ＡＴＭ、現金処理機、営業店端末、予約発券端末、チェックイン端末、外貨両替機、

ＡＴＭ監視・運用サービスなど

プリンター
カラー・モノクロＬＥＤプリンター、カラー・モノクロＬＥＤ複合機、大判インクジ

ェットプリンター、ドットインパクトプリンターなど

ＥＭＳ 設計・生産受託サービス、プリント配線基板など

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。なお、セグメント間の取引は、市場実勢

価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

 前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

                （単位：百万円）

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 
連結財務諸
表計上額 

  情報通信 
メカトロ 
システム 

プリンター ＥＭＳ 計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
177,391 100,923 112,389 43,165 433,870 17,756 451,627 － 451,627 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

4,312 1,622 5,617 181 11,733 19,108 30,842 △30,842 － 

計 181,703 102,545 118,007 43,346 445,603 36,865 482,469 △30,842 451,627 

セグメント利

益又は損失

（△） 

14,385 △11,818 1,033 2,058 5,659 3,431 9,090 △6,545 2,545 

 

 当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日）

                （単位：百万円）

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 
連結財務諸
表計上額 

  情報通信 
メカトロ 
システム 

プリンター ＥＭＳ 計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
172,716 93,542 108,905 47,677 422,841 15,185 438,026 － 438,026 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

4,002 2,125 5,815 131 12,075 17,442 29,518 △29,518 － 

計 176,718 95,667 114,721 47,809 434,917 32,627 467,545 △29,518 438,026 

セグメント利

益又は損失

（△） 

13,513 △5,093 2,729 2,233 13,382 2,022 15,404 △7,682 7,721 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。 

 

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

セグメント利益又は損失 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 321 164

全社費用※ △6,874 △7,783

固定資産の調整額 7 △63

合計 △6,545 △7,682

※ 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成28年４月１日
 至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
 至  平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,115.68円 1,154.03円

１株当たり当期純利益金額 54.03円 67.86円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 54.01円 67.80円

（注）１．当社は、平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

 

    ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
前連結会計年度

（自  平成28年４月１日
 至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
 至 平成30年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 4,691 5,891

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（百万円）
4,691 5,891

普通株式の期中平均株式数（千株） 86,836 86,826

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 29 80

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権１種類 －

 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 97,215 102,144

純資産の合計額から控除する金額（百万円） 337 1,974

（うち新株予約権） （94） （101）

（うち非支配株主持分） （242） （1,873）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 96,878 100,169

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
86,833 86,799

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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